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理念と教育目標 

文化・芸術による世界平和の実現を希求する学園の基本理念に基づき，「日本理解を通じてよりよい国際社会を築く

人材の育成」を本校のミッションとする。そのために，「実践力のある日本語能力の養成」，「日本理解の深化」，「世

界に広がる人的ネットワークの構築」を本校の3つの教育目標として，それらを具体化するための年度教育課題を事

務局，教務がともに定め，遂行に努めている。 

 

学校運営 

学校教育法に基づく学校として京都府知事から各種学校の認可を得ている。また，日本語教育機関の告示基準に適合

し，2017年8月1日に法務省告示を受け，現在も告示基準に適合した運営を続けている。 

学園中期計画に則り本校の年度計画を定め，会議において確認している。前後期終了時に達成状況を確認，年度末に

運営状況を評価し次年度計画の修正と課題設定等を行い，全ての運営は規定に基づき行っている。人事，総務，経理

等は学園で定める規定，その他日本語学校運営に必要な規定を定めている。日本語学校予算は独立して編成され，費

目を明確に区分し，執行している。意思決定は会議において行われ，この場で情報共有も図られる。さらに学園ポー

タルサイトにより情報共有は幅広く行われる。学生からの相談はクラス担任を中心に行い，教務と事務局がともに学

生情報の共有に努めている。 

2021年度は新型コロナウイルス感染症（以下COVID-19とする）の拡大が依然として終息せず，法人本部との連携を

深め，情報共有の徹底と学生へのより細かな情報の提供や感染拡大を防止する整備に努めた。 

 

教育活動の計画 

COVID-19の水際対策の強化から，留学生の来日の可否が不透明な状況が続いた。このような事態を受け，入国が可

能になった際に速やかにクラス授業と学校活動への合流が図れる環境を常に整えておくことが，年度を通した重要な

課題と考えた。その結果，2020年度後期（10月開始）に整えた，「未入国の学生は教室での対面授業に母国からオン

ラインで参加し，対面で学ぶ教室生と共に学ぶ」という形態が，長期にわたって充実したものになるよう準備を進め

た。オンラインの環境やツールは刻々と変化し，常に情報の収集に努め，教育活動の等質性を維持する方法の検討を

継続して行うこととした。 

2021年度は，オンラインを活用した新たなコースの運用を開始した。その検証とともに，今後も新たな取り組みを

段階的に行い，総合日本語学科とともに本校の教育の柱となるよう努める。 

 

教育活動の実施 

2021年度は留学生の入国の可否が常に不透明で，最終的に1年を通じて入国できないという厳しい年になった。し

かし，学期開始前のクラス編成試験（筆記・面接）もオンラインで実施して全ての新入生が速やかに受験し，的確な

クラス編成で学期開始を迎え，授業，クラス運営においても滞りなく進めることができた。 

1年を通して対面の学生とオンラインの学生が常に併存し，1年間オンラインで授業に出席する学生が相当数に上っ

た。この状況は2020年度以上に難しいものであり，教室生とオンライン生の双方を常に考えた授業の準備と実践を

繰り返し，状況に即した最善の教育活動の提供に努めた。同時に，入国できないもどかしさを抱える学生に寄り添

い，目標を持って学習に取り組むことができるよう最善の方法を学生と共に考えることに努めた。 



 

成績判定と授業評価 

成績判定の基準と方法は学期開始時に学生に伝えるとともに，定期試験の際にも確認した。試験結果，成績判定結果

は通知書にまとめ，クラス担任がその通知書を提示し，助言と指導を行った。授業評価は学期終了時に各レベルで実

施し，目標の達成状況の確認と課題を抽出し，これを踏まえてコース全体の評価を行った。この評価に学期終了時に

実施する学生アンケートの結果を加え，最終評価とした。オンラインの活用につてはその妥当性を検証し，改善点を

抽出し，継続して取り組むこととしている。 

昨年度は教室外活動の実施は困難であったが，準備を進め，学園内の様々な部署とも連携し，文化体験と全学生がオ

ンラインでつながる交流大会を実施した。 

2020年度は想定外の対応が求められ，オンラインを教育活動に多様に取り入れるという大きな変化を遂げた。その

上にある2021年度は，取り入れたオンライン施策を検証し，新たな活用を検討，実施する年であった。同時に、ポ

ストコロナにおける本校の日本語教育の在り方を考えることを視野に入れる年となった。 

 

教育活動を担う教職員 

教職員の職務内容は，教職員ハンドブック，雇用条件書等に明示されている。「教員のための自己点検評価項目」を

作成し，初任者，中堅，ベテランに分け，本校教員として期待される能力と資質を明らかにしている。この点検評価

項目を用いてこれまで実施してきた教員の自己点検・評価と教員間の相互評価に加えて，2021年度には学生による

教員評価も開始した。また、教員が授業を公開し，自由に授業見学ができる「研究授業ウィーク」を設けた。授業見

学を行った後，授業担当教員はもちろん見学者，そして学生も評価とコメントを提出し，それぞれの立場で振り返り

が可能になるようシステム化した。これらの結果は各教員に詳らかに提示し，校長がフィードバックを行った。 

 

教育成果 

成績に関する情報は全てデータ化し，オンライン導入後も個人情報保護の観点から管理を厳格に行っている。進級及

び卒業の判定は，その基準を学期開始時に学生に伝え，その基準に基づき判定会議において行っている。日本留学試

験，日本語能力試験の結果を把握し，データを蓄積するとともに，学生指導に役立てる体制を整えている。 

2021年度の進学者は38名，卒業・修了者の31%である。進学者の内訳は大学院修士課程14名，大学5名，専門学校

18名，研究生1名である。日本国内で就職した者は15名，卒業・修了者の12%である。 

進学については，日本留学試験の1回目が中止になり，受験を計画通り進めることが難しくなった。また，来日でき

ないため受験の機会が得られないという深刻な事態も発生した。加えて入試に関する情報も依然として錯綜し，平常

時とは異なる不安を抱える学生もいた。このような状況に対し，教職員間で密な連携を図り，正確な情報の収集と伝

達をはじめ，支援の充実を図った。 

日本語能力試験も1回目が中止になり，受験を計画通りに進めることができなかったが，2回目に向けてモチベーシ

ョンの維持に努めた。受験状況は以下の通りである。受験者数（合格者数） 

N-1 38名(16名)，N-2 55名（44名），N-3 17名（14名），N-4 6名（3名），N-5 1名（1名）    

 

学生支援 

学期開始前に新入生のオリエンテーションをオンラインで開催し，学習と生活について説明を行った。オンラインが

安定的に活用できるようになり，学期開始前の実施が可能になった。 

2020年度に引き続き，学生支援の柱はCOVID-19に係る支援の徹底であった。学園が定める感染予防のガイドライン

に即した防疫対策をまとめ，3言語に翻訳して学生配布した。その後も，状況に即した対策や注意事項について逐次



共有し，一人一人が注意深く行動することへの理解を促した。「健康管理表」の記録も継続して行い，各自の自律的

な健康管理を促した。平常時ではない中，心身や生活面の問題を抱えていないか，教職員の情報共有と担任教員によ

る面談を強化した。特に，母国からオンラインで授業に出席していた学生は，長期化とともに不安やストレスも増大

していることが予想され，常に状況の把握と見守りに努めた。 

学生が来日できないという事態が1年間も続くという，まさに異常な状況であり，教職員も不安を抱えながらの対応

であったが，常に正確な情報を学生に伝えることに努め，混乱を招くことはなかった。 

 

進路に関する支援 

進路指導担当者が，レベル担当，クラス担任と協力して行った。学生の希望進路は入学時から継続的に確認してい

る。2021年度も大学院進学，学部進学，専門学校進学，就職，美術系進学等の選択科目を設置し，指導した。 

2021年度は，来日できないために入学試験が受けられないという事態が発生し，進路計画の見直しなど，難しい対

応を要した。担当教員は平常時以上に正確，かつ詳細な情報の収集に努め，学生への伝達に当った。教職員間の情報

共有も密に行い，情報のモレやズレが生じないよう努めた。 

 

入国・在留に関する支援 

入管事務担当者を定め，その担当者全員が申請等取次証明書を取得している。また，担当者を研修に参加させ，最新

の情報を全体で共有し，法務省及び出入国在留管理庁のホームページ，関係省庁からの通達文書，日振協ニュース，

国際人流等でも収集を行っている。 

学生への入管法上の注意事項については，入学時，長期休暇前，ビザ更新時期，帰国前に資料を配布し，説明を行っ

ている。学生の最新データにいては，学期開始時に在校生全員の情報をまとめ，必要事項をデータ上で管理してい

る。出席等問題のある学生については，月ごとに教職員間で状況を確認し，必要に応じて指導を行っている。不法残

留者，資格外活動違反，犯罪関与者を発生させない取り組みについては，留学生ハンドブックの内容に基づき，新入

生ガイダンスやクラスで繰り返し説明している。また，入学選考においても，学業に専念できるだけの経済力を求

め，収入証明と預金残高証明書で確認している。このような取り組みの結果，過去3年間問題となる学生を発生させ

ていない。 

 

教育環境 

教室は各種学校及び日本語教育機関に求められる水準にある。学園の施設も使用が可能であり，大学図書館の利用も

可能である。各教室にAV機器を備え，オンライン環境も整っている。 

COVID-19の感染拡大に対する環境整備は2020年度に入念に行った。構内入り口での検温を実施し，全ての教室，事

務所の受付，トイレに消毒液を置いている。風の流れが十分ではない教室にはサーキュレーターを設置しているが，

加えて2021年度には窓を設ける工事を行い，さらに換気の改善を図った。教室は使用後に全ての机と椅子，機材，

窓，ドアノブなどを，トイレと共有部分は学生が下校した後に，全て消毒を行う。また，全学生に消毒液を携行さ

せ，常に手指と身の回りの消毒を励行させ，安心できる環境を維持している。 

 

入学者の募集と選考 

年間募集計画は，理念や教育目標に沿って毎年作成し，年度初めの教職員総会で共有している。入学希望者について

は，学園海外事務所（台湾・中国・韓国）と連携し，言語別に対応を行っている。これ以外の国については，エージ

ェントと契約を結び，教育内容，募集内容について説明を行っている。COVID-19の影響が続いた2021年度も直接提

携エージェントを訪問することができなかったが，オンラインを用いて定期的に説明を行った。また，この際に現地



での募集活動状況について分析と検証を行い、アフターコロナに向けた準備を行った。入学選考については，先ず初

審票で経歴，経費支弁者関係情報を確認した上で，仮合格を出している。入学者の選考については学習意欲，学業成

績，留学に必要な経済的基盤の有無等の選考基準に従い，各担当者が一次選考する。この担当者の一次選考結果をも

とに，会議において校長が入学許可の可否を決定する。納入金の詳細，納付時期，学費返金については，募集要項に

明記され，学費返金規定も整備している。 

特定の地域に偏らず，学習者を世界各国から受け入れるという基本方針のもと募集を行っているが，年間を通して留

学生の来日の可否が不透明な状況が続き，相当数の入学辞退者や入学延期者が出た。 

遠隔による教育プログラムの開発とともに，新たな募集層と募集地域の拡充に着手した。 

 

財務 

設置者の財務状況は学校法人瓜生山学園の公開する財務諸表に示されるよう，中長期的に安定して好調を維持してい

る。日本語学校の経営は区分して行われており，予算，収支計画も他の事業と区分して編成される。また，教育研究

費，学生募集経費，管理経費を明確に区分して予算を組んでいる。但し，2021年度は2020年度に引き続き，COVID-

19により入学者が激減し，日本語学校の収支のみ赤字となっている。2022年度以降に向けて改善を進めている。 

 

法令遵守 

事務局長を法令遵守に関する担当者とし，法令順守の意識の向上に取り組んでいる。毎学期開始時の会議では，著作

権，告示基準等の説明を行い，あわせて配布する教職員ハンドブックに掲載せている。 

個人情報保護規定を学園が定めており，個人情報の含まれる文書の廃棄は他の文書と区別して行っている。発出する

電子メールについては，個人情報が含まれるものは学園指定のシステムを利用するほか，責任者の承認を経て発信す

る体制を整えている。保護の必要な文書を保管するキャビネットは施錠している。 

関係官公庁や日振協への届出や報告は記録するとともに写しを保存している。 

教職員間の連絡は学園システム内で行うよう努めている。学生との連絡はインターネットを活用しており，教職員の

セキュリティ意識の向上は，引き続き課題である。 

 

地域貢献・社会貢献 

COVID-19の感染拡大にともない，2020年度に引き続き活動は困難な状況になった。地域の中学校での共同授業や商

店会でのインタビュー調査などは中止せざるを得なくなり，京都マラソンを始めとするボランティア活動は活動の機

会そのものがなくなった。一方，京都市内の大学，大学院生で日本語教育を専攻する学生の教育実習は，防疫対策に

留意した上で実施した。わずかではあるが外部者との対話の機会になり，実習生にはオンラインを用いた日本語教育

の現場を経験する場になった。 

本校が目指す「実践力を身につける」「日本理解を深める」ためには，授業以外で人と関わることを重要な機会と捉

えているが，COVID-19はこの点に変革を求めるものである。オンラインの活用など，新たな視点を持ち，ポストコ

ロナにおいても活用できることを検証し，学内外に対し何が，どのようにできるのか継続的に考えることが今後の課

題である。 

 


